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１．研究計画の概要

本研究は、中国において政治国家と経済市

場の間で存在感を増しつつある「社会」とも

いいうる第３の領域である民間セクター（民

間組織、社会団体、第三セクターとも称する）

に着目し、中国法、中国政治の専門家により、

以下の課題を遂行した。（１）民間セクター

設立の根拠となる法制度（とくに設立許可手

続、登記手続、監督制度、税制などの支援制

度）、その運用実態、実際にいかなる団体が

組織され、いかなる活動を展開しているかを

明らかにすること。（２）中国の民間セクタ

ーをめぐる法と政治の特徴とそれらを規定

する諸要因（政治、経済、文化など）を分析

すること。（３）民間セクター法制の将来に

向けての選択肢、今後、それが社会変革に及

ぼす可能性について展望を示すこと。

本研究の特徴としては、（１）民間セクタ

ーの現況について法的側面からアプローチ

するものであること、（２）法の規範レベル

だけではなく、それがいかに運用されている

か、また現行法が民間セクターの現実との間

でいかなる問題点を抱えているかを実証的

に明らかにする点がある。

２．研究の進捗状況

本研究は 2010 年まで 4 年間の予定であっ

たが、最終年度前年度応募課題が採択された

ので、3 年間の文献調査、現地での訪問・聞

き取り調査、中国の研究者や NPO 主催者招

聘によるワークショップなどにより、以下の

ような知見を得た。（１）経済の市場化と行

政機能の転換により、民間（的）セクターが

活性化し、さまざまな形態の民間組織が活発

に活動している。（２）多くの組織が政府／

非政府、営利／非営利の両面を併せ持つ相即

的な性格をもつ一方で、外国からの資金援助

を受けた草の根組織が少ないながらも注目

すべき活動を展開している。（３）法的に正

式の登記を経るには制度的に高いハードル

があるため、現場ではさまざまな変通方法が

工夫されている。たとえば営利法人として法

的地位を得て活動するものが多数に上るほ

か、未登記のまま活動する組織が登記された

組織を遙かに上回る。（４）目下、民間組織

発展のボトルネックは、登記を担当する民政
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部門と活動分野毎の主管業務部門による煩

瑣な二重の管理システムにある。（５）法的

な制度化のレベルは初歩的であり、「先に設

立してから、後に制度化がついてくる」［先

設立、後制度］［先発展、後管理］という現

代中国法に典型的な制度形成プロセスをた

どっている。（６）民間セクターが多元化し

た利益の調整機能、社会の自律機能、サービ

ス提供機能、ある種の政治参加機能、社会公

益機能など多様な機能を果たすことによっ

て、政治の民主化に代わって一種の緊張放散

的効果を担っている。

2008 年は中国では慈善元年、ボランティ

ア［志願者］元年とも称される年と重なった。

それは贅言するまでもなく、5 月の四川大地

震であり、8 月の北京オリンピックという象

徴的な出来事が発生したためであった。四川

大地震では日本円で 1 兆 1000 億円超える募

金が集まり、491 万人以上が被災地でボラン

ティアに従事し、草の根の組織を含む多くの

国際・国内の NPO／NGO が活躍した。北京

オリンピックでも若者を中心に170万人もの

ボランティアが運営に協力した。これらの活

動はなお上からの動員と下からの自発性と

いう二面性をもつ両義的、相即的でアンビバ

レンスな性格を帯びつつも、政治国家とも経

済市場とも区分された領域が顕現しつつあ

ることを明らかにした。

３．現在までの達成度

②おおむね順調に進展している。

（理由）

4 年計画の 3 年度までを終了し、終盤を迎

えていた。これまで学会では知られていなか

った外国からの資金を得て活動する非営利

組織の実態を調査することができたことは

最大の成果である。政府／非政府、営利／非

営利の区別が曖昧で両義的な団体が多いな

か、非政府性、非営利性が際だっているのは、

外国からの資金を得ている団体であった。そ

れらの組織とのネットワークを築くことが

でき、今後のプロジェクトの進展に基礎を据

えることができた。また、まさに法的環境の

整備が中国の NPO の発展、存続にとっての

キーであることを明らかにした。

４．今後の研究の推進方策

本研究は、2010 年度より 5 年間の予定で

基盤研究 A「権威主義体制と市場を媒介する

法と政治――中国的メカニズムの解明」とし

て継続が認められた。後継プロジェクトでは、

権威主義的政治システムと自由放任的市場

経済という特異なカップリングが、いかなる

政治・法構造により接合されることで、高速

経済発展を実現し、体制を維持させているか

を、政治と経済の間に浸み出す「社会」、法

治国家の諸装置の生成から照射する。

５. 代表的な研究成果

（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に

は下線）
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